
問題の所在

本稿の目的は，長野県旧四賀村１）におけるク

ラインガルテン（滞在型市民農園）事業を事例

として，日本型グリーン・ツーリズムが展開さ

れる過程と要因を明らかにすることである。グ

リーン・ツーリズムとは農林水産省の定義によ

れば，「『緑豊かな農山漁村地域において，その

自然，文化，人々との交流を楽しむ滞在型の余

暇活動』，ひとことでいえば，『農山漁村で楽し

むゆとりある休暇』」（青木１９９５：１６）というこ

とになり，農業政策や地域開発政策の文脈にお

いて国家政策として推進されてきた２）。しかし

その一方で，これまでのグリーン・ツーリズム

研究は，グリーン・ツーリズムを農山村の内発

的発展を試みるものとして捉え，都市農村交流

の意義について論じてきたところにその特質を

見出すことができる。

そこで本稿では，地域開発政策の延長線上に

位置する国家政策としての農山村政策でありな

がら，地域内の諸主体による主体的な参加と連

携をその内部に包摂しながら展開されるという

グリーン・ツーリズムの特質に着目し，これを
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日本におけるグリーン・ツーリズムは主に１９９０年代以降，農山村政策として政策的に推進されてき
たが，一方で農山村における主体的で都市住民との対等な立場での事業展開が求められるという特質
を持っている。本稿の目的は，長野県四賀村で実施されているクラインガルテン（滞在型市民農園）
事業を事例として，日本型グリーン・ツーリズムが展開される過程と要因を明らかにすることであ
る。四賀村では，荒廃農地対策や有機農産物の産直を通じて生じた都市住民との交流を契機として，
クラインガルテン事業を導入した。四賀村のクラインガルテン事業が展開される要因として，第１
に，村長の強力なリーダーシップにもとづく村行政の役割があったこと，しかし第２に「田舎の親戚」
制度の創設や各種イベントの開催によって，都市農村交流の回路が用意されていたこと，第３に，都
市農村交流によってガルテナー（都市住民）というよそ者の視点，価値観が影響を及ぼしたことがあ
げられる。それは，条件不利地域におかれた地域課題の克服や地域資源の活用への取り組み，都市住
民のニーズ，政策的推進といった複数のファクターが互いに絡み合い，ひとつのベクトルを紡ぎだし
ていく過程であった。
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日本型グリーン・ツーリズムと捉える。そして

この日本型グリーン・ツーリズムが，国家，地

方自治体，地域住民という互いに関連しつつも

「相対的に独立した決定アリーナ」（町村２００６：

７）においてどのように接合され変容を遂げな

がら展開されるのか，その動員や主体化の過程

を含めて描き出していきたい。

四賀村を事例に選んだ理由は，早い段階でク

ラインガルテンを導入したために，制度面での

活用の仕方や課題についても全国的なモデルケ

ースとなっていった事例であると同時に，村行

政が事業主体になりながらも，都市農村交流に

よる地域活性化を志向した典型的な日本型グリ

ーン・ツーリズムを展開しているからである。

１．グリーン・ツーリズム政策の展開と先行研究

１．１ グリーン・ツーリズム政策の展開

今日のグリーン・ツーリズムにつながる政策

は，１９７０年に山村振興基本問題諮問委員会によ

って作成された「山村の振興と開発」と題され

た答申にまでさかのぼると言われる。ここで

「山村地域は，この優れた自然を長期にわたっ

て保護保存し，経済社会の健全な発展に寄与す

べき大きな国家的役割を担わなければならな

い」とされ，「都市住民を中心とする大多数の

国民に緑といこいの場を提供」するという役割

が提示されている（依光・栗栖１９９６：１８２）。

この答申がグリーン・ツーリズムにつながると

いう指摘がされるのは，農山村に食料や木材の

供給とは別に「いこいの場」という新たな役割

を求めたことによるが，実際にグリーン・ツー

リズムが政策課題として提示されるのは，それ

から２０余年後の１９９２年，農林水産省から出され

た答申，「新しい食料・農業・農村政策の方向」

（新政策）においてである。

その背景には，戦後の農業政策の転換があげ

られる。戦後の農業政策の根幹をなしてきた農

業基本法（旧基本法）が農業人口の離農転職を

前提に，農家の規模拡大と農業収入の他産業と

の格差をなくす，いわゆる「自立経営農家」の

育成を柱として展開されていったことに対し

て，条件不利地域である農山村ではその生活・

産業基盤である農業の衰退と人口流出による過

疎化・高齢化，耕作放棄地の増大が進行してい

く。こうした事態に対応しつつ，他方でガッ

ト・ウルグアイラウンドの受け入れをはじめと

して，１９８０年代以降に推進されていく農産物の

貿易自由化を推進するために，「効率主義・環

境主義・地域主義」（今村奈良臣１９９３）を丸ご

と包摂したのが新政策であった。こうして農業

政策の根幹は，食料政策・環境政策・農業政

策・農村政策を柱として大きく拡張され，１９９９

年成立の食料・農業・農村基本法（新基本法）

に結実する。今日の農業政策によって，より一

層の規模拡大・近代化・市場化路線が推進される

ことになるが，その一方で，こうした政策展開

によって疲弊した農山村に対する振興策の中心

としてグリーン・ツーリズムは据えられること

となる。

他方，地域開発政策の動向を見てみよう。国

土の均衡ある発展と地域間格差の是正を理念と

して大規模工業開発を推進してきた全国総合開

発計画はそれぞれの時期にそれぞれのコンセプ

トが打ち出されてきたが，この中で農山村の観

光開発は，開発政策の一環として様々に変容し

ながらも一貫して展開されてきた（秋津・中

田２００３）（表１）。こうした開発政策によって，

都市農村間の過密過疎問題や公害など，政策の

ひずみが地域社会の現場で噴出することになる
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が，このことの反省に立って１９９０年代に入って

からは政策上のキーワードとして，「地域の自

立」や「環境主義」が掲げられるようになって

いく。こうしてバブル経済を背景に四全総で掲

げられたリゾート開発の見直しを迫られる中

で，グリーン・ツーリズムは次なる開発政策と

して受け継がれていく。

加えて，戦後の急激な都市化は都市住民のい

わゆる「ふるさと喪失」とでも言うべき，「田舎

志向」「自然志向」を招く布石にもなり，一方で

資本サイドにとっても，１９８０年代の労働者の過

重労働が国際摩擦を引き起こした際の対応や労

働者の士気の再生の方策が必要とされるなど，

農山村の開発政策がグリーン・ツーリズム政策

に引き継がれていくのに適合的な条件が形成さ

れていった。

こうしてグリーン・ツーリズムは，農業政策

と地域開発政策，都市住民の余暇志向という，

いくつかの異なった，しかし互いに関連しあう

側面が巧みに接合される形で政策的に推進され

ることとなる。それは，「グリーン・ツーリズ

ムは，都市と農山漁村双方の必要で成立したよ

うな体裁をとっているものの，明確に都市の論

理と必要によって誕生したものだといってよ

い」（古川・松田２００３：１２）と指摘されるよう

に，戦後の農業政策と地域開発政策が，国家・

資本の論理を農山村に覆い被せていく過程で招

いた農山村の危機を，さらにグリーン・ツーリ

ズムという新たな政策展開の過程によって覆い

被せるものであったと言える。

１．２ 先行研究における論点の整理

以上のような政策的特質に対して，これまで

の先行研究は，グリーン・ツーリズムが行政主

導で展開されてきたことを認めつつも，農山村

住民の主体的な取り組みを重視する方向で展開

されていった。先行研究の第１の成果は，主に

農業経済学や農業経営学の分野から提唱された
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表１ 全総計画における自然型観光の内容変化

計画全体のキーワード社会的意義開発方法対象地域

拠点開発方式（新産
業都市）

一般論的に観光を開
発の一選択肢とする

インフラ，国民宿舎
などの整備

特に国立公園
全国総合開発計画
（一全総）
１９６２年１０月決定

大規模プロジェクト
方式

過疎対策
キャンプ場，ホテ
ル，ゲレンデなどの
大規模開発

北海道，東北，北陸，
山陰，四国，九州，離
島の国立・国定公園

新全国総合開発計
画（二全総）
１９６９年５月決定

定住構想
定住圏の総合的居住
環境の一環として

特に記述なし
日常生活圏，山村，
漁村，離島

第三次全国総合開
発計画（三全総）
１９７７年１１月決定

多極分散型国土，交
流ネットワーク構想

農山漁村の活性化
大規模リゾート地域
の整備

農山漁村
第四次全国総合開
発計画（四全総）
１９８７年６月決定

多軸型国土構造，多
自然居住地域の創造

地域の活性化，地域
の誇りの創造

グリーン・ツーリズ
ム，ブルー・ツーリ
ズム

農山漁村
新・全国総合開発
計画（五全総）
１９９８年３月決定

（出典）各全総計画より作成，秋津・中田（２００３：１９６）より再掲。



「地域経営型グリーン・ツーリズム」論である。

井上和衛や宮崎猛らを中心に提唱された「地域

経営型グリーン・ツーリズム」とは，「地域の

行政，関係団体，農林漁業者，商工業者，地域

住民一般」（井上２００１：２１）をその主体としな

がら，グリーン・ツーリズム産業と地元の農林

漁業との産業連関の強化などによって，農山村

の内発的発展を図っていくというものである。

こうして詳細な事例分析によって，事業の実態

や地域内産業連関を志向することによる経済効

果 な ど が 明 ら か に さ れ て き た（宮 崎 編

１９９７，２００２，２００６など）３）。ここでの重要な論点

は，「地域経営型グリーン・ツーリズム」を農

山村の内発的発展の有効な手段として位置づ

け，地域住民の主体的取り組みを重視してきた

点，そして内発的発展論が提唱してきたよう

に４），地方自治体を事業や支援の主体として認

めつつも，それは無条件に認められるものでは

なく，あくまで地域住民による自主的主体的取

り組みを体現するための装置でなければならな

いという前提条件が含意されている点である。

先行研究の第２の成果は，環境社会学から提

起されたグリーン・ツーリズムの成立条件や主

体形成に関わるものである。環境社会学では

「環境問題の社会学」と「環境共存の社会学」と

いう理論体系が構築されてきたが５），グリー

ン・ツーリズム研究はとりわけ１９９０年代以降の

学問的展開に対応しながら，「環境共存の社会

学」に対応する分野として着目されつつある。

青木辰司は「『国家独占資本』に支配され，その

論理に組み込まれていく『被害者』としての農

山漁村分析からの脱却」（青木２００４：１４３）を掲

げ，「グリーン・ツーリズムが持続可能なもの

となるためには，都市・農山村両者にとっての

対等な意義づけが必要であり，そうした双方向

性の確保が，実践上の不可避的課題である」

（青木２００４：３４）として協発的発展論を提唱す

る６）。ここでは，農山村の内発的発展という視

点を基本的には継承しつつも，主体としての都

市住民を並立させることによって，都市農村交

流という視点をより明確に打ち出したものとし

て特徴づけることができる。

ただしこれらの先行研究は，地域住民の主体

的な取り組みや都市農村の対等な交流や協働を

自明のごとく謳った上で各事例の事業実態の分

析に終始してきたために，いくつかの課題を残

していると言える。第１に実際の取り組みを分

析する際に，政策展開や都市住民による影響と

いった外在的要因が分断された形で論じられて

きたこと，第２になぜ地域住民の主体性や都市

住民との対等な交流が必要とされるかについ

て，その地域内在的論理についての言及に乏し

いことがあげられる。結局のところ，グリー

ン・ツーリズムが展開されるにあたっての地域

外在的，内在的論理や要因，コンフリクトまで

を射程に入れながらその展開過程を動態的に描

き出すことなしには，政策として推進されてき

たグリーン・ツーリズムがなぜ地域経営体の主

体性や都市農村の対等な交流が必要となるのか

という政策的社会的文脈におけるジレンマにつ

いて答えることができないのである７）。

１．３ 分析の視点と方法

戦後の地域開発政策によって変容を迫られる

地域社会の実態に迫りながら，政策的特質の解

明や地域内の主体形成を展望することは地域社

会学の主要テーマであった。こうした中，地方

分権化や規制緩和の進展によって開発主体が多

様化し，今日の地域開発政策が地方自治体の自

立性や地域住民の主体的な参加を射程に入れて
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いる点を鑑みると，「『上からの改革』あるいは

『下からの改革』といった切り口だけでは捉え

られないような新しい理念や主体の形成」（吉

野２００４：４７）に特に着目する必要がある。本

稿において，政策としての日本型グリーン・ツ

ーリズムが地方自治体や地域社会のレベルでど

のように接合され変容を遂げながら展開されて

いったのかを明らかにする意図はここにある。

以上の目的を達成するために，四賀村（松本

市四賀地区）において以下の調査を行った。

２００１年６月から２００６年１１月にかけて村行政や村

議会，後述する各種団体の関係者への聞き取り

調査や各種資料の収集を継続的に行った。加え

て，２００１年９月から１０月にかけて，クラインガ

ルテンの利用者であるガルテナー，ガルテナー

の農作業をサポートしたり交流を行ったりする

四賀村民で構成される「田舎の親戚」全戸を対

象にアンケート調査を行った。ガルテナーには

ラウベ（クラインガルテン園内にある休憩小

屋）のポストに投函，郵送で回収し，有効回答

数は３４票（回収率４９.３％）であった。「田舎の親

戚」は郵送による配布・回収を行い，有効回答

数は３３票（回収率４８.５％）であった。以下，ア

ンケート調査とあるのは，本調査によるもので

ある。

２．クラインガルテン事業導入の背景

２．１ 四賀村の概要

長野県四賀村は，１９５５年に錦部・会田・中

川・五常の４ヵ村が合併して誕生した村で，長

野県のほぼ中央，松本市の北部に位置してい

る。高度経済成長期に急激な人口減少に見舞わ

れ，過疎化高齢化と第１次産業の衰退など，典

型的な農山村の動向に四賀村も直面していた

（表２，３）。人口減少の背景には，農業の衰退

とともに，諏訪盆地から松本平にかけて軽工業

やハイテク関係の工場が次々と誘致され，人口

流出に拍車をかけたことも指摘される（長谷

山・野中１９９６）。村内に目立った就業先はな

く，２０００年の国勢調査によると就業人口３,０２３

人のうち１,５６７人（５１.８％）が松本市など他市町

村において就業している。

地理的には，標高５７０mから１,０００mに属し，

総面積９０.２５km２のうち８２％が森林で占められる

という典型的な中山間地域である四賀村では，

耕作地の大部分が１０度から１５度以上の急傾斜地

にあるため，耕運機の活用などによる農業の近

代化合理化が困難であった。こうした地理的制

約から，伝統的に農業生産の重点は煙草や養

蚕，畜産が担ってきた。１９６０年代には，養蚕業

の衰退に代わって，小さい面積で高い所得が得

られる野菜の採種も行われてきたが，とりわけ

近年は，耕地に頼らないですむ養鶏業が主要な

農産物として，近年その比重が増している（表

４）。一方で遊休荒廃農地は年々増加し，２００４

年現在，全面積に占める耕作率はわずか５.９％

となっているほか，２０００年農業センサスによる

と，総農家数９７８戸のうち男子生産年齢人口の

いる世帯は９戸（０.９％）にすぎない。また一戸

あたりの経営耕地面積３４aは，長野県平均の

６６a，長野県郡部平均の６９aと比べても大幅に少

ない（表５）。

２．２ クラインガルテン事業導入のモーメント

四賀村にクラインガルテンが導入される第１

のモーメントとして，荒廃桑園対策という地域

的課題があげられる。四賀村はかつて養蚕を主

産業としていた。中山間地域に属し大規模な農

地の展開が困難であった四賀村では，旧幕時代
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表２ 四賀村人口・年齢階層別比率・世帯数の推移

世帯数
（戸）

６５歳以上
（％）

１５～６４歳
（％）

０～１４歳
（％）

増減指数
（１９６０年＝１００）

前回比増加率
（％）

人口
（人）

１,８８６８.６６１.２３０.２１００.０─８,８２４１９６０年

１,８１０１０.８６３.３２５.９８８.７△１１.３７,８２８１９６５年

１,７４４１３.９６４.５２１.６７９.９△９.９７,０５０１９７０年

１,７０４１６.６６４.４１９.０７６.５△４.２６,７５１１９７５年

１,７７７１７.８６４.８１７.４７６.０△０.６６,７０８１９８０年

１,７３９２１.０６２.４１６.６７５.１△１.２６,６３０１９８５年

１,８４６２３.９６１.０１５.１７４.３△１.１６,５５６１９９０年

１,８０６２７.８５７.８１４.４７２.２△２.８６,３７４１９９５年

１,７９７３１.７５５.２１３.１６９.２△４.２６,１０８２０００年

２,０４１３２.２５６.５１１.３６７.８△２.１５,９８２２００５年

（出典）国勢調査各年次による。長野県統計書各年次より作成。ただし年齢階層別比率は四賀村
（２００１）より再掲，２００５年は松本市住民基本台帳（１０月１日現在）による。

表３ 四賀村産業別就業者数の推移

２０００／１９６５
（増減率）

２０００年１９９５年１９９０年１９８５年１９８０年１９７５年１９７０年１９６５年

△８８.０３５６４２６６４９９０７１,３０３１,６４０２,５５２２,９６３農業
１５.８２２５１７８１２２０１０１９林業・狩猟業
────２────漁業・水産養殖業

△８７.３３７８４３１６６６９１７１,３１５１,６６０２,５６２２,９８２第１次

─１─４１６─９─鉱業
５８.２４０５５２８６６５５６１５９３４１１２９９２５６建設業
５９.０６６３７７０９３８８７１８４０７７１６１５４１７製造業

５８.８１,０６９１,２９８１,６０７１,４３３１,４３９１,１８２９２３６７３第２次

４９.１４２２５２８５１４５５６５３８４７８３６８２８３卸売・小売業
１３３.３３５３４３５２７２６２２１５

１８
金融・保険業

─２２４４３３─不動産業
４.３１４４１４０１２９１４１１３５１３６１６４１３８運輸・通信業

９７５.０４３２０２０２１１７８６４電気・ガス・水道業
１５５.６８２８６８３５６８４８６４６２４０６３４０３２４サービス業
４７.７９６１１１９０８３９４８３６９６５公務
─６４２１６２──分類不能の産業

８９.４１,５７６１,５２２１,３６２１,３１９１,２８１１,１３８９６２８３２第３次

△３２.６３,０２３３,２５１３,６３５３,６６９４,０３５３,９８０４,４４７４,４８７総 数

注）金融・保険業，不動産業の増減率は１９７０年比で算出した。
（出典）国勢調査各年次による。長野県統計書各年次より作成。
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表４ 四賀村の個別農産物粗生産額順位表
単位 １,０００万円，％

３位２位１位

構成比粗生産額農産物名構成比粗生産額農産物名構成比粗生産額農産物名

１６.８３１.７豚１９.８３７.３米２１.５４０.５鶏卵１９７８年

１７.６３４.０豚１８.７３６.１米２７.９５３.７鶏卵１９８３年

９.５１４.２生乳２１.３３１.８米３７.０５５.２鶏卵１９８８年

９.９１３.５生乳２２.３３０.４米３６.６４９.９鶏卵１９９３年

７.６７.５豚２６.４２６.２米３５.０３４.７鶏卵１９９８年

３.４３生乳２９.９２６米４６.０４０鶏卵２００３年

注）集計方法の変更により，１９７８年から１９９８年においては１００万円を最小単位として，２００３年は１,０００万円を最
小単位としてラウンドされている。そこで本表の作成にあたっては１,０００万円を単位として統一し，１９９８年
までの数値は少数第１位に反映させている。

（出典）長野県農林業市町村別統計書各年次より作成。

表５ 四賀村の農業構造

２０００年１９９０年１９８０年１９７０年

（％）戸数（％）戸数（％）戸数（％）戸数

（ ４.７）４６（ ５.１）５９（ ９.９）１３７（１０.４）１５９専 業
業
態
別

（ １.５）１５（ ３.１）３６（１２.３）１７１（３６.５）５５６第１種兼業
（３７.０）３６２（４６.３）５３４（７７.８）１,０８０（５３.１）８０９第２種兼業
（５６.７）５５５（４５.５）５２５────自給的農家

（５７.０）５５７（４６.４）５３５（３６.３）５０４（２３.６）３６００.３ha未満

経
営
耕
地
面
積
規
模
別
農
家
数

（２８.２）２７６（２９.５）３４１（２６.３）３６５（２１.５）３２８０.３～０.５ha
（１２.９）１２６（２１.０）２４２（３０.０）４１６（４１.９）６３８０.５～１.０ha
（ １.５）１５（ ２.３）２６（ ５.８）８１（１１.３）１７２１.０～１.５ha
（ ０.２）２（ ０.３）４（ １.２）１６（ １.２）１８１.５～２.０ha
（ ０.０）０（ ０.３）４（ ０.２）３（ ０.２）３２.０～２.５ha
（ ０.１）１（ ０.０）０（ ０.０）０（ ０.２）３２.５～３.０ha
（ ０.０）０（ ０.２）２（ ０.１）１（ ０.１）１３.０～５.０ha
（ ０.１）１（ ０.０）０（ ０.０）０（ ０.０）０５.０ha以上
（ ０.０）０（ ０.０）０（ ０.１）２（ ０.１）１例 外 規 定

（１００.０）９７８（１００.０）１,１５４（１００.０）１,３８８（１００.０）１,５２４計

３３７.３３４３８.１３６４１.９１８８９.９９経営耕地総面積（ha）
０.３４０.３８０.４６０.５８農家一戸あたり（ha）

注）調査方法の変更により，１９９０年より専業・兼業農家は販売農家のみの調査となっている。自給的農家と
は販売農家以外の農家を指す。

（出典）長野県統計書，長野県農林業市町村別統計書各年次より作成。



から商品作物として続いていた煙草や養蚕は明

治初期における主要な産業であった。その後，

養蚕技術の発達と煙草が政府の専売制になった

こともあり，煙草畑は桑園へと移行して，明治

後期から大正年代には，養蚕全盛期を迎える。

しかし，昭和初期から太平洋戦争へと突入して

いく過程において，世界恐慌による繭価の暴落

や国家による青壮年男子の召集・徴用による労

働力の減少，戦時下における食糧増産などによ

って，養蚕業は大きな打撃を受ける。

戦後は，繭価の上昇とともに，他に適当な作

物がなかったことなどによって，かつて主産業

であった養蚕業は再興され，村の主産業に返り

咲く。しかし戦後の高度経済成長の過程で，第

１次産業の衰退，とりわけ繭価の暴落に見舞わ

れ，１９８０年代ごろを境に養蚕業は衰退の一途を

辿る。１９７０年には桑園面積３６０ha，桑の粗生産

額２億５,８００万円であったのに対し，１９８５年に

は そ れ ぞ れ１１１ha，５,０００万 円，１９９５年 に は

１６ha，６００万円にまで落ち込んでいった。こう

して多くの桑園は荒廃し，その対策が急務とな

っていた（表６）。

第２に，地域リーダーであるN氏の存在と地

域外在的モーメントがあげられる。四賀村の主

産業である養鶏の大部分を生産してきた養鶏組

合では，養鶏業と併せてアルプス自然農法研究

会という生産者グループを組織し，有機卵と有

機野菜による独自の展開を行っていた。そこに

は，条件不利地域である中山間地域では企業養

鶏には勝てないという生き残り戦略があり，そ

れを主導したのが，養鶏組合の経営者であり，

全国養鶏経営者会議の役員を経験してきた N

氏であった。N氏は１９６３年，当時経営不振に陥

っていた養鶏農家７戸とともに，養鶏組合を設

立，その後経済成長と卵需要の拡大もあって，

規模拡大を達成していく。こうした効率優先の

経営から有機卵と有機野菜を軸とした路線転換

を図っていく背景には，N氏が全国養鶏経営者

会議の要職に就いていたことが大きく影響して

いる。「昭和五十七年から全国養鶏経営者会議

の副会長などをして（昭和六十二年から平成二

年までは会長），企業養鶏の力の大きさを知り

ました。そして，それとは別の道を歩まなけれ

ばならないことを痛感した」（長谷山・野中

１９９６：５４，かっこは原文のママ）という N氏

は，無農薬・放し飼いで育った鶏が産む卵を捜

し求めていた消費者団体の訪問を受ける。交渉

の末に，自らの養鶏組合で有機卵の生産を請け
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表６ 四賀村の桑園面積と桑の粗生産額の推移

粗生産額（百万円）面積（ha）

１５７３９１１９６５年

２５８３６０１９７０年

２４１３１９１９７５年

２２２１９４１９８０年

５０１１１１９８５年

２４４０１９９０年

６１６１９９５年

（出典）長野県農林統計各年次による。四賀村誌編纂会（１９７８），四賀村
（１９９９）より作成。



負うことを約束し，消費者団体との結びつきを

強めていく中で，差別化商品路線への確信とと

もに，有機卵や有機野菜の栽培を本格化してい

く。こうして四賀村の農産物出荷額１７億円余り

のうち，３億数千万円は上記の消費者団体への

出荷というほどの密接な提携関係を取り結ぶこ

ととなる。

先進的な環境保護意識を持った消費者団体と

の交流の過程で，安全な食材や豊かな自然環境

を求める都市住民のニーズを知り，加えて市民

農園がなくてはならないものとして根づいてい

るヨーロッパの農村事情を知ったN氏は，有機

農業の組み入れによる荒廃桑園対策として，ク

ラインガルテンの導入を考えるようになる。こ

うしてN氏は，１９９１年の村長選挙の公約として

市民農園をつくって都市と農村の交流を推進す

ることを掲げ，無投票当選を果たす８）。

３．四賀村クラインガルテンの特質

３．１ 村行政による事業展開

四賀村では，村行政が主体となって１９９４年よ

りクラインガルテンの運営を開始する。四賀村

で最初のクラインガルテンとなる「坊主山クラ

インガルテン」は，３.５haの荒廃地に，農林水産

省の「農用地有効利用モデル集落整備事業」と

「農山漁村活性化定住圏創造事業」を活用し，

総事業費６億２,０００万円（国庫補助５０％）をかけ

て建設された。次に「緑ヶ丘クラインガルテ

ン」は，２００１年から２００３年にかけて，６.０haの荒

廃地に「新山村振興等農林漁業特別対策事業」

を活用，総事業費７億円（国庫補助率５０％）を

かけて建設された。農園は，１区画３００m２を基

本に２７m２から３０m２の休憩小屋（ラウベ）が建

てられており，宿泊が可能である。また，緑ヶ

丘クラインガルテン周辺約３０haは「環境学習

の森」として整備されており，体験炭焼窯，遊

間伐体験や炭焼き体験，環境学習の映画会の開

催などに利用されている。

また，クラインガルテン事業は，体系的な資

源循環型の村づくりの中核施設として位置づけ

られている。四賀村では２００１年度作成の第４次

総合計画において，「２１世紀における本村の基

本目標」として「地球環境に根ざす新しい生活

とまちの創造」（スローガン「エコ・ビレッジ

四賀」）を掲げ，有機農業の実践や有機堆肥作

り，太陽光や風力発電の活用などを有機的に結

びつける実践に取り組んでいる（四賀村

２００１）。２０００年には，四賀有機センターを建設

し，畜産農家などから排出される家畜糞や生活

汚泥を発酵処理することによって土壌改良堆肥

を作り，ここで作られた堆肥をクラインガルテ

ンや村内の有機農業に利用するなど，体系的な

循環システム作りが実践されている。四賀有機

センターは，「山村振興等農林漁業特別対策事

業」によって総事業費５億５,９００万円（国庫補助

率５０％）をかけて建設されている。加えて，上

記のクラインガルテンや有機センターは，国庫

補助金の他に，残り５０％のうち約７０％を過疎債

の発行による地方交付税補填を受けている。

クラインガルテン園内の管理は，村行政など

が出資して作られた第３セクター四賀むらづく

り株式会社が担当している。

ここで示される四賀村クラインガルテンの特

質は，村行政が巧みに補助事業を利用しながら

創意工夫を図ったことにある。導入当時は，宿

泊や農地利用方法に法的規制が多く，農地に

「滞在」することも許されていなかった。そこ

で，N氏も，日本クラインガルテン研究会のメ

ンバーとして積極的に法改正に向けた働きかけ
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を行なったり，ラウベを「宿泊小屋」ではなく

「休憩小屋」として解釈したりするなどして，

法的制約に関する困難を克服していく。

農業政策との関わりから見ると，特定農地貸

付法（１９８９年），市民農園整備促進法（１９９０年）

によって，これまで認められていなかった農地

へのラウベの設置が可能となるなど，市民農園

開設のための条件整備が進むのが１９９０年前後９）

であり，後述する信州クラインガルテン研究会

が発足して，四賀村にクラインガルテンを導入

するための研究が始まるのが１９９１年である。

１９９２年には市民農園整備促進法による事業区域

および事業設置区域の指定を受けている。ここ

に，国家政策としての農山村政策の展開を背景

としつつも，村長N氏のリーダーシップのも

と，村行政が巧みに国家戦略にもとづく規制緩

和や補助事業を活用していく姿が浮かび上がっ

てくる。

３．２ 地域活性化に向けた事業展開

クラインガルテン事業の目的は，「地元の素

晴らしいものを生かして，都市と農村の交流を

すすめ，村の活性化を目指す」１０）と言われるよ

うに，村行政が事業主体となりながらも，地域

住民を巻き込んだ都市農村交流を志向してお

り，それを体現するための「回路」が設定され

ることとなる。

第１に，「田舎の親戚」制度の創設があげら

れる。「田舎の親戚」制度とは，各区画のガル

テナーに対して地域住民が対応する制度であ

る。ガルテナーは農作業の初心者が多い。そこ

で，「田舎の親戚」はガルテナーへの農業指導

や村での生活補助を通じた「親戚」付き合いに

よって，異文化交流を期待するものである。

第２に，ガルテナーと地域住民の交流イベン

トの開催があげられる。交流イベントは大きく

分けて３種類ある。村行政を中心に構成される

信州四賀村クラインガルテン倶楽部では，山菜

狩りツアー，夕涼み祭，収穫祭などを主催して

いる。ガルテナーが主催する「坊主山小学校」

という活動では，地元の再発見をテーマにマツ

タケ狩りやそば打ち，四賀村の歴史に関する勉

強会，北アルプスへの登山など，多様な活動を

行っている。地元の町内会が行っている秋祭り

やもちつき大会，しめなわ教室などにガルテナ

ーが参加することもある。

加えて，ガルテナーを森林整備や有機米の収

穫体験に動員し，その対価として地域通貨を活

用したり，後述するように，ガルテナーには村

内で買い物をすることを条件づけることにより

経済効果を図ったりするなどの試みを行ってい

る。

３．３ 小活

ここまで見てきたように，荒廃桑園対策とい

う地域課題と，国家的・都市的論理がＮ氏とい

う地域リーダーのもとで結合し，クラインガル

テン導入へと結実していくこととなる。そし

て，地域住民の「内発性」へと接合していくた

めに，都市農村交流を謳った「回路」が設定さ

れることとなる。

それでは，村行政が事業主体となったクライ

ンガルテン事業において，なぜ，都市農村交流

による「回路」を設定する必要があったのだろ

うか。既に触れたように，これまでの先行研究

では農山村住民の主体的な取り組みの必要性が

謳われ，その必要性自体は自明視されてきた。

しかしそこには，都市農村交流を謳ったグリー

ン・ツーリズム政策の理念に則ったというだけ

では説明できない，「回路」を設定するための
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要因があったはずである。そこでその要因を，

クラインガルテン導入過程の中から考えていく

こととしたい。

４．四賀村内におけるクラインガルテン事業の

受容過程

４．１ クラインガルテン事業の導入過程にお

ける地域コンフリクト

既に見てきたようにN氏は，グリーン・ツー

リズムが政策体系に組み込まれる以前から，豊

かな自然環境や田舎暮らし，有機農業を事業展

開に組み込んだ都市農村交流に地域振興の活路

を見出していた。しかし一体なぜ，Ｎ氏はこの

ような「地域開発」を推進することになったの

だろうか。この時Ｎ氏は「環境」や「有機農業」

「都市住民」「循環型社会」という，これまで地

域住民が認識していなかった地域資源や導入に

あたっての懸念となるファクターを，逆に「新

しい価値観」として導入し，そのことによっ

て，この事業を地域ぐるみでの新たな豊かさの

希求の中に包摂していこうとしたのではない

か。そのためには，クラインガルテン事業と地

域住民を切断することは許されず，ここに地域

住民に開放された「回路」を設定する必要性が

あった。この点についてN氏は以下のように

語っている。

「今は全国民をあげての自然回帰志向が非常に

強い。中山間地域はそれを受け入れる機能がたく

さんある。それを積極的に提供するのがクライン

ガルテンの第一の目的。副次的な効果として，ガ

ルテナーを迎えての異文化交流，新たな文化の創

生が期待できる。全国民の価値観が活性化の糸口

となる」１１）

ところが実際にクラインガルテン事業を導入

するにあたっての議論が始まると，村内からは

数々の反対意見や慎重意見が沸きあがる。第１

に，当時の地域住民にとって，クラインガルテ

ンと言われても何のことか分からず，事業への

将来性への不安があった。そして第２に，クラ

インガルテンの園内に下水道を整備するなど，

なぜ村の予算を使って村外の者にサービスをす

るのかといった疑問の声があった。例えば，導

入が議論されていた当時，Ｎ氏を支えた住民グ

ループのメンバーや反対の論陣を張った村会議

員，村行政の担当者は次のように語っている。

「村長が日本クラインガルテン協会に入会して

いて，そういうことをわれわれの前で説明してく

れたんだけど，最初は何のことか分からない。ク

ラインガルテンなんて言われても，そんなドイツ

語は知らないし。（中略）最初は村の金で町の人

にサービスするのかという批判が多かった。それ

なら自分たちにもっと何とかしてくれと。議員の

半分も反対だった」１２）

「当時私がなぜ反対したかというと，実際のと

ころ私もあまり研究していなくて，この事業の全

容や将来性への不安があった。みんなが反対して

いるのになぜやるのか」１３）

「クラインガルテンに上下水道を入れるのが目

的だったが，議会の意見としては，村内に上下水

道が入っていないのに，村外の人にそんなサービ

スをしなくてもいいのではないか，という意見が

あったね」１４）

加えて第３に，村外の者が入ってくれば村の

秩序が乱され，治安が悪化するのではないだろ
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うかといった懸念があった。

「村外の人が来ますから，そのことによって治

安や村の秩序が悪化するのではないかといった不

安があったと聞いています」１５）

とかく閉鎖的，内向的になりがちな農山村社

会において，上記のような村内の議論を収束さ

せるために，Ｎ氏や村行政の担当者は村内を説

得に回ることになる。

具体的な展開過程を見てみると，まずN氏

は，地域住民有志による研究会を立ち上げ，バ

ックアップ体制を整備していく。N氏が村長に

なった１９９１年には，公募によって集まった３８人

により信州クラインガルテン研究会を立ち上げ

る。信州クラインガルテン研究会では，日本ク

ラインガルテン研究会のバックアップのもと，

クラインガルテンの本場であるヨーロッパ各地

での視察や学習活動を行ったうえで，四賀村に

導入する際の立地場所や賃貸料，施設形態，運

営方法などを村行政とともに検討していく。

「田舎の親戚」制度も，信州クラインガルテン

研究会とともに行った議論の中で考案されてい

く。また，既に東京の消費者団体との取引で実

績のあったアルプス自然農法研究会がクライン

ガルテン園内の農産物の栽培のためのノウハウ

を提供したほか，会員の多くが「田舎の親戚」

を引き受けたり，都市住民とのネットワークを

活かしてガルテナーの確保を担保したりする役

割を担う。加えて，クラインガルテンとして利

用する荒廃農地は，村行政が借り上げて，１０a

につき，年間５万円が支払われたり，ガルテナ

ーには村内で買い物をしてもらうことを条件づ

けたりといった経済的なメリットを事業展開の

中に組み入れていく。

こうして村行政が中心になって地域住民を事

業展開の中に包摂していくことは，クラインガ

ルテン事業が地域住民に認識され協力体制が作

られていく過程でもあった。

４．２ ガルテナーの選考過程とガルテナーの

価値観

もちろん，ガルテナーを村内に受け入れてい

くための「回路」をただ設定するだけではな

い。クラインガルテンの趣旨を理解したガルテ

ナーを村行政が選考することになる。

ガルテナーを選考するにあたっては，以下の

条件を課している。まずガルテナーの希望者に

は面接を兼ねた個人説明会に参加し，村の様子

とクラインガルテンを下見することを義務づけ

ている。併せて，月にどれくらい利用できる

か，地域住民と交流する意志があるか，畑作業

にどのくらい意欲があるか，食材の安全性や環

境問題にどのような意見を持っているか，につ

いてのレポート作成を求めている。

さらに，ガルテナーにはクラインガルテンの

利用に際して，以下の条件を設けている。

・クラインガルテンの区画内における花・野菜

作りは有機無農薬で行うこと。

・冬季期間を除きクラインガルテンを１か月に

３泊ないし６日以上利用し，草むしりなどの

必要な手入れを行うこと。

・クラインガルテンで必要な日用品・資材等は

村内で調達すること。

・クラインガルテン区画の美しい庭づくりを積

極的に行えること。

・倶楽部の年間活動プログラムに参加する意志

があり，倶楽部内，村内の交流事業に参加す

る意志のあること。

・信州四賀村クラインガルテン倶楽部憲章１６）
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を遵守すること。

このような条件を課しているにも関わらず，

表７に見るように，開設以来，ガルテナーの選

考にあたっては高い倍率を保っており，多いと

きで１０倍以上にも及ぶ倍率を突破しなければな

らない。このことは，「自然志向」「田舎志向」

などと言われる都市住民のニーズの全国的な高

まりとともに１７），「地域的特徴として，東京や

大阪からもそれほど遠くないですし，信州とい

うイメージがあります。また，ただ畑があると

いうだけではなく，バックアップ体制があると

いうことでしょうか」１８）とも言われる成功要因

が考えられるが，ここで着目したいのは，高い

倍率のもと，村行政が「都合のいい」ガルテナ

ーを選考しているというガルテナーに対する優

位性である。

それでは実際に，ガルテナーはどのような動

機で入園を希望したのだろうか。アンケート調

査によると，ガルテナーがクラインガルテンに

入園を希望した理由は表９にある通り，「田舎

志向」「自然志向」といった四賀村の良さを認

識していた点にあり，有機農業などの「環境意

識」の高い都市住民であることが分かる。この

ようないわば「先進的な」価値観を持ったガル

テナーを選考することに村行政が成功している

ということは，後に述べるように，「田舎の親

戚」をはじめとした地域住民との交流，影響に

関して，重要な意味を持つこととなる。

４．３ 都市農村交流という「回路」とその影響

こうして選考されたガルテナーは村内にどの

ような影響をもたらしたのだろうか。もともと

村内では，いわば「先進的な」都市住民（ガル

テナー）に対して，醒めた見方がされていた。

「一般の村民の皆さんは，なぜお金を払ってま

で，わざわざ農業をしに来るのか，と思ってお
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表７ ガルテナーの募集状況と倍率

緑ヶ丘クラインガルテン坊主山クラインガルテン

倍 率応募者募集区画倍 率応募者募集区画

―──３.１倍６１組２０区画１９９４年

―──９.８５９６１９９５年

───４.１８６２１１９９６年

───４.３３９９１９９７年

───３.８１５４１９９８年

───５.６３９７１９９９年

───１２.５２５２２０００年

３.５５９１７６.８４１６２００１年

１.５３５２４３.７２２６２００２年

２.６３７１４５.０１５３２００３年

３.８１０９２９６.０１８３２００４年

４.２２１５３.０１５５２００５年

９.７２９３９.３２８３２００６年

（出典） 信州松本市四賀クラインガルテン事業概要説明書より作成。



り，価値観の違いが見られますね。『田舎の親

戚』になることで，逆に有機農業について教わ

ることになります」１９）と言われるように，「田

舎志向」「環境意識」といったファクターをい

わば「先進的」としてやってくる都市住民に対

して，地域住民とは「価値観のねじれ」があっ

た。実際，「『田舎の親戚』は村の方で探す」２０）

と言われるように，アンケート調査の結果，

「田舎の親戚」の８１.８％が「田舎の親戚」になっ

た理由として，依頼を受けたことや立場上の理
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表８ ガルテナーの居住地（２００６年）
単位（組）

緑ヶ丘クラインガルテン坊主山クラインガルテン

長野県外在住者長野県内在住者長野県外在住者長野県内在住者

２１神奈川県３松 本 市１４東 京 都５松 本 市
１５東 京 都１小 諸 市９神奈川県２長 野 市
９埼 玉 県１筑 北 村７埼 玉 県１上 田 市
９愛 知 県５愛 知 県１明 科 町
５大 阪 府４千 葉 県
４千 葉 県２大 阪 府
３京 都 府１兵 庫 県
２兵 庫 県１滋 賀 県
２茨 城 県
１奈 良 県
１静 岡 県
１富 山 県

７３合 計５合 計４３合 計９合 計

（出典） 信州松本市四賀クラインガルテン事業概要説明書より作成。

表９ クラインガルテンへの入園理由

回答率回答数理由の内訳

３２.４１１
山が見える所で週末田舎暮らしをやってみたかった。

田舎志向
ここを拠点にして，山野草及び山々の写真撮りと温泉めぐり。

２３.５８
都会生活では味わう事のない，自然の中での，別な生活を送りたい。

自然志向
自然と共に生活したいから。

４７.１１６
野菜作り，特に有機農法に興味があること。農作物作り

（ガーデニング） 年間を通じて農作業のできる滞在型の市民農園をさがしておりました。

２３.５８
野菜づくりを，無農薬，有機栽培で行うことに共鳴した。

食の安全志向・健康
家族の健康を考え，無農薬や土への接点をもちたかった。

３８.２１３
休日リフレッシュできる場所である。

余暇活動
主人がアウトドアライフが大好きな事。

１７.６６もう１つの生活拠点として家族で活用しようと思って入居。セカンドハウス

８.８３村営であり，ガルテン仲間及び地域の交流がありそうだ。交流

１００.０３４回答者合計

注）自由回答をもとに筆者が類型化し，主な理由を掲載した。１人の回答者に対して，複数の回答数をカウン
トしている場合がある。



由といった受身的な回答をしている（表１０）。

ところが，実際にガルテナーとの交流を体験

することによって，「田舎の親戚」の意識も変

容していく。「田舎の親戚」はガルテナーとの

交流に関して以下のように語っている。

「今まで考えられなかったことがたくさんあり

静かな山村に一石を投じて頂いた気がします。小

さな波から大きな波になって教えられるものがた

くさんあります」（男性，６０歳代，会社員）

「家で出来た野菜の食べ方作り方など話し合う。

同じ物でも入園者より教えてもらう事も沢山あ

る」（男性，６０歳代，会社員）

「時々来て一杯やりながら話す。さらにその交

流を広げたい」（男性，６０歳代，会社員）

「もっと多くの村民とガルテナーの交流を求め

たい」（男性，６０歳代，会社員）

「多くの人との交流が出来て良い」（男性，７０歳

代，会社員）

さらにここで注目されることは，「田舎の親

戚」によるガルテナーとの交流内容である。ア

ンケート調査の結果では，「農作業のアドバイ

ス」が３９.４％なのに対して，「夏祭り・収穫祭な

どのイベント」（８１.８％），「自宅訪問など個人的

な交流」（４２.４％）が多くなっている（表１１）。

ここにも，当初は受動的であった「田舎の親

戚」がむしろ積極的にガルテナーとの交流を行

っていく姿が見て取れる。

一方でガルテナーは四賀村内での交流につい

て以下のように述べる。

「田舎の親戚とは家族ぐるみのお付合いで，田
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表１０「田舎の親戚」になった理由

回答率回答数理由の内訳

５４.５１８
行政からの依頼による。

依頼・委託型
行政に関係があったので。

２７.３９
農業委員には一世帯担当とすることになった。

立場上 信州クラインガルテン研究会のメンバーとして。
クラインガルテン事業を推進した立場から。

６.１２
空気のきれいさ，おいしさ，自然の尊さを子供，孫，知人に残してい
きたい。自然的・保全的理由
遊休農地の活用のため。

６.１２
地域の活性化・人と人との交流

交流目的
都会の人たちとの仲間作り

６.１２─無回答

１００.０３３回答者合計

注）自由回答をもとに筆者が類型化し，主な理由を掲載した。

表１１ 「田舎の親戚」によるガルテナーとの交流内容
単位（件，％）

１２.１４畑の管理

３９.４１３農作業のアドバイス

９.１３坊主山小学校

８１.８２７夏祭り・収穫祭などのイベント

４２.４１４自宅訪問など個人的な交流

１２.１４その他

１００.０３３回答者合計

注）複数回答。



植えみそ作り，お祭等の体験をさせて頂いており

ます。その他，坊主山小学校に集まる村民の皆さ

んと，登山やそば作り等を行いながら交流してい

ます」（男性，５０歳代，会社員）

「食事をする。酒を飲む。その仲間の１人の結

婚式にも出たことがあった。花見，月見，流星見

物，その他たくさん」（男性，５０歳代，専門・自由

業）

「村の行事や祭りに参加する。村の商店での買

物の時にお話したり農作業のアドバイスを受け

る」（男性，６０歳代，会社員）

「坊主山小学校。学科と課外授業（山菜採り，

きのこ狩り…）。クラインガルテンの年間行事

（開園式，夕涼み会，収穫祭…）を通じて。ゴルフ

会」（男性，６０歳代，無職）

「無肥料，無農薬のお野菜やお米を作りもっと

意識を高めるためのクラブを作り入っています。

そばうちしたり勉強会したりしてます」（女性，

４０歳代，会社員）

以上のような交流が行われる中で，当初の懸

念であった治安が悪化するのではないかという

点について，村行政の担当者は以下のように，

分析的に語っている。

「各種イベントによって，不安が杞憂に終わっ

たということがあります。別に治安が悪くなる事

もなかったですし。村民は当初，クラインガルテ

ンとは何なのか，良いか悪いかも分からない。漠

然としたイメージが具体化したことによってはっ

きり見えるようになってきたということがありま

す」２１）

むしろ四賀村では，年間１万人以上とも言わ

れる視察者や，２回にわたるシンポジウム，

「全国クラインガルテンシンポジウムin四賀村

─２１世紀農業農村づくりに果たすクラインガル

テンの役割と可能性─」（１９９９年），「国際クラ

インガルテンシンポジウムin信州四賀村─２１

世紀のクラインガルテンと人間創造─」（２００４

年）を成功させるなど，クラインガルテン先進

地として多くの訪問者を受け入れることとな

る。クラインガルテンの導入が，村内に与えた

インパクトを示すものとして，以下のＮ氏の発

言は象徴的である。

「昨日まで従来の農業をやっていた方に，『明日

から化学肥料は一切拒否してください。』と言う

と，『冗談じゃないNさん，今まで硫黄や尿素や

過硫酸石灰を使ったからやってこれたんであっ

て，明治時代に戻ったようなこと
毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅

を言うのはやめ

てくれ。』と言われました。ところが，農への憧
毅 毅 毅 毅

れがあって四賀村へ来てくださった
毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅

方に，『農は

こういうものです。』ということで有機無農薬を

紹介すると，「あ，いいね。」というわけです。『四

賀村で支給してくれた有機堆肥もいいね。』と。

『１坪当たりこのくらい撒けばいい。』というと，

その通りやってくださる。四賀村の方は，『あん

なことやって続くのかね。金を払って，農村の草

むしりに来る。そんなことは信じられない。』と。

しかしガルテナーは，専門家の農家がやるより，

ずっといいキュウリや真っ赤なトマトをつくる。

とても収穫しきれない。そこが不思議なんです」

（四賀村役場農林課１９９９：２３，一部修正，傍点は

筆者）

この発言からも，地域住民にとっては遅れて

いると思っていた農業・農村が，ガルテナーに

とっては憧れであるという価値観の相違と，ガ

ルテナーが与えうる影響が示唆される。ここ
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に，長谷山らも指摘しているように，「人が来

る，注目されている，農地もこれまでとは違っ

た活用の道がある」といった気づきによる「意

識の変化と価値観の見直しは，住民たちの自信

と誇りにつながり，主体性の形成にも作用して

いる」（長谷山・野中１９９６：７２）と言える。

このような交流を通じた価値の再認識につい

て鬼頭秀一は，とりわけ環境運動を対象とし

て，いわゆる「よそ者」論を展開している。「よ

そ者」による働きかけは，「地元」と「よそ者」

が相互変容を遂げること，そしてこれまで「あ

たりまえ」のものとして論理化されてこなかっ

たものが相対化客観化普遍化されていくという

（鬼頭１９９８；１９９９など）。四賀村のクラインガ

ルテンでは，ガルテナーという「よそ者」が地

域の再発見や有機農業の推進などに対する意識

の変化を，四賀村民にもたらすこととなった。

とりわけ，体系的な資源循環型のむらづくり

に取り組む「エコ・ビレッジ四賀」構想の展開

過程において，２００２年から「ゆうきの里四賀」

を掲げて有機農業を推進していくことになる

が，「クラインガルテンは（「ゆうきの里」の）

広告塔です」２２）と言われるように，四賀村にお

ける有機農業の推進過程において，クラインガ

ルテン事業との関連性が大きい。

村内の有機農業のパイオニアであるアルプス

自然農法研究会がクラインガルテンの園内へノ

ウハウを提供したほか，ガルテナーとの交流は

「田舎の親戚」が有機農業への関心を高めてい

くきっかけにもなる。実際，２００２年から，「循

環型社会を形成するためのオーガニック農業」

を展開するために発足した四賀有機農業研究会

では，会費を払っている会員４６名のうち２１名が

「田舎の親戚」である２３）。四賀有機農業研究会

では２００３年から本格的に有機米・有機野菜の栽

培に取り組むようになり，地産地消による販路

拡大にも取り組んでいくこととなる２４）。

おわりに

以上見てきたように，１９８０年代ごろから，企

業養鶏に対抗する形での有機卵の生産に始まっ

た四賀村の取り組みは，有機野菜の栽培，クラ

インガルテンの導入へと発展していく。それ

は，条件不利地域におかれた地域課題の克服と

地域資源の活用，都市住民のニーズ，政策的推

進といった複数のファクターが互いに絡みあ

い，ひとつのベクトルを紡ぎだしていく過程で

もあった。

グリーン・ツーリズムは都市の論理で推進さ

れてきたことが言われ，それに対抗する形で，

農山村地域の主体的な取り組みや都市農村の対

等な関係の必要性が主張されてきたが，四賀村

のクラインガルテン事業を通じて明らかとなっ

たのは，国家，地方自治体，地域住民という互

いに関連しつつも「相対的に独立した決定アリ

ーナ」において，異なる諸相が示されていたこ

とである。国家政策に則った地域開発政策の延

長線上にあり，つまるところそれは都市の論理

とほぼ同一視されたところで，実際に事業主体

となる村行政の現場に降りてくるとそれは，村

行政が影響力を持ちうるガルテナーを選考して

いる点において，都市住民に対する明確な優位

性があった。この点は，農山村に対する都市の

優位性や対等な交流の必要性を主張してきた言

説を相対化するものとして特筆しておくべき点

であろう。むろん，村行政によるマネジメント

によって地域住民に対する優位性も変わらな

い。そして，村行政がお膳立てした都市農村交

流という「回路」において初めて，「都市農村の
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対等な交流」という姿が現れることとなる。

四賀村のクラインガルテン事業を通じて，日

本型グリーン・ツーリズムが展開される要因と

して次の３点を指摘することができる。

第１に，村長Ｎ氏の強力なリーダーシップに

もとづく村行政の役割があげられる。Ｎ氏は，

農山村が都市住民を引き付けるフロンティアに

なることを見抜いていた。四賀村が直面してい

た課題について，それを逆手にとる戦略を取り

つつ，「環境」や「有機農業」「都市住民」「循環

型社会」といったファクターを「地域開発」の

突破口としていった。地方自治体とは外来型開

発，あるいは内発的発展どちらの主体ともなり

うるという両者のベクトルによる緊張関係の中

で性格づけされると言えるが，こうした点を踏

まえた場合，村長という立場で「地域開発」を

推進したN氏の姿はどのように浮かび上がる

のだろうか。都市住民のニーズを知り，ヨーロ

ッパの事情を知っていたN氏は，地域のリーダ

ーでありながら「よそ者」的視点から，地域住

民の意識改革に期待を寄せていた。企業養鶏と

は一線を画した有機卵の生産への転化に始まる

「内発性」と国家政策に包摂されながらもそれ

を巧みに利用するという，国家・都市の論理と

地域の「内発性」の育成の両立を図ったことは

日本型グリーン・ツーリズムを推進するにあた

って，重要な意味を持っていたのではないだろ

うか。そして，高い倍率に下支えされ，クライ

ンガルテン事業の目的に見合ったガルテナーを

選考していることは，村行政としての主体性を

保持し，事業の理念を実現させるための不可欠

な要因であった。

第２に，クラインガルテンの運営をサポート

する各研究会や「田舎の親戚」制度の創設，各

種交流イベントの開催といった受け入れ体制を

整備することによって，地域住民の参加と地域

活性化を志向していった点があげられる。元

来，内発的な地域づくりが誘引される契機とし

て，公害や大規模開発問題など，「望ましくな

い外部条件を押しのけるために，住民は結束し

て運動を展開するが，その過程で運動の意味を

自問し，新たな生活の再編を試みようとするこ

とが多い」（帯谷２００４：１６２）と指摘される。四

賀村の場合，こうした強い外部条件による地域

コンフリクトを経験してはいない。そこで，地

域住民の「内発性」を誘引するための仕掛けづ

くりとして「田舎の親戚」などの「回路」を設

定した。国家政策に接合し補助金行政に回収さ

れていくという均質化の過程において，収穫祭

や坊主山小学校など地域色を前面に出した各種

イベントは，地域住民を事業展開へと接合して

いく役割を果たす。

第３に，ガルテナーという「よそ者」の存在

があげられる。村行政が設定した「回路」に接

合されていくのが，ガルテナーという「よそ

者」である。これまでとかく「遅れた社会」と

見なされがちであった農山村地域に自ら進んで

やってくる「よそ者」によって，「環境」や「有

機農業」「都市住民」「循環型社会」といった新

たな価値観が導入される。とりわけ，有機農業

研究会をはじめとして，有機農業の推進による

新たな地域振興策を推進する要因として，ガル

テナーからの影響が大きい。こうして，村行政

が持ち込んだ「外発性」は，「回路」を通じて四

賀村内に受容されていくこととなる。

ここまで，日本型グリーン・ツーリズムの特

質に着目しながら四賀村のクラインガルテン事

業（そして「エコ・ビレッジ四賀」に体系化さ

れる取り組み）を見てきて，その基本的性格と

して改めて認識させられるのは，国家財政に依
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拠しつつ村行政を頂点にして地域住民を抱え込

む，地域ぐるみの豊かさへの包摂を目指したシ

ステムを形成してきたという点である２５）。

小規模自治体での限界自治体化が進行する過

程において２６），農山村へ向けられた都市住民の

熱いまなざしは，農山村政策の大きな原動力と

なるだろう。近年，農林水産省を中心に，規制

緩和や補助事業によって都市農村交流は更に推

進される。なお，既に指摘されているように

（佐藤ほか編２００５；宮崎編２００６；多方２００６な

ど），政策提起から１０年以上を経た今日では，

農家（グループ）や農協，第３セクター，NPO

など多様な主体によるグリーン・ツーリズムの

運営が増加している。そこで今後は，民間サイ

ドの取り組みや支援する地方自治体との関連性

にも着目しながら，体系的なグリーン・ツーリ

ズム理論を鍛え上げていく必要がある。

〔謝辞〕
調査にあたってご協力いただいた四賀村民やガル

テナーの方々に感謝申し上げます。
本稿は損保ジャパン環境財団学術研究への助成

（２００６年採用）による研究成果の一部である。研究
費の提供に感謝申し上げます。

注
１） 四賀村は，２００５年４月に松本市に編入合併さ

れた。しかし本稿では，主に合併以前の四賀村
を対象として論じているため，「四賀村」と表
記する。

２） これに対して，ヨーロッパ型のグリーン・ツ
ーリズムは，農家の副業・兼業としての農家民
宿がその中心となっており，ヨーロッパの各国
は，農家の副業奨励の一環として支援，農家で
の宿泊に力を入れている（山崎ほか１９９３；石
光１９９５など）。

３） 「地域経営型グリーン・ツーリズム」に近い
ながらも，グリーン・ツーリズムの潮流を，補

助金を背景にした官設官営型あるいは第３セク
ター型と，農家の能力に応じた「ボトム・アッ
プ型グリーン・ツーリズム」「草の根型グリー
ン・ツーリズム」の２つに整理したうえで，後
者の取り組みに着目してきたものとして多方一
成（２０００，２００６など）の研究があげられる。

４） 宮本憲一（２００６：２０６-２０７）は，内発的発展論
を以下のように定義する。（a）開発の目的を
GDPの増大を中心にするのでなく，地域の環
境・福祉・教育・文化などの総合的な向上をも
とめて，地域の資源や技術を最大限に生かそう
とするものである。（b）開発の方法は，外来型
開発のように大都市・外国の資本や中央政府の
公共事業を誘致するのでなく，地元の産業の連
関を密にして，できるだけ地域内で付加価値を
つけようというのである。（c）開発の主体は，
外来型開発では，大企業・中央政府とそれに寄
生する地方資本・地方自治体である。内発的発
展では，地元企業・自治体・NPOやNGOが開
発の主体である。
ここからも読み取れるように，地方自治体と

は，国家機構の末端組織として国家や資本に従
属していくのか，それとも地方自治の発展に寄
与するために地域住民の自治によって運営され
るのか，両者の力関係によってどちらにもなり
うるという緊張状態に置かれていると性格づけ
されるべきであろう。

５） この点について，飯島伸子は次のように説明
する。「〈環境問題の社会学研究〉は，環境問題
が作り出される社会的しくみ（加害構造）や，
問題によって被害を受ける人々の階層的地域的
人種的特徴と，さまざまな被害の内的関係性
（被害構造），被害を克服するための努力，加害
や被害を増幅するような社会的しくみ，制度や
組織の問題対応，科学や技術，メディアなどの
対応，その影響や効果などを研究する」。一方
で，「〈環境共存の社会学研究〉は，自然環境と
調和して共存してきた社会の特徴を，さまざま
な時代や文化，地域に関して検討するととも
に，環境破壊が進む地域社会の環境還元・環境
再生，省資源型の『町づくり』や『村おこし』，
よりグローバルなレベルにおける環境との共存
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の可能性などのテーマ群を含み，現時点にき
て，重要性をとくに増している分野である」。

（飯島２００１：１８）
６） 青木のいう協発的発展論とは，鶴見和子や保

母武彦，宮本憲一らが提唱した内発的発展論に
おける「外発vs内発」という構図は「行政主導
vs住民主導」という二項対立的性格を超えてい
ないとしてこれを批判的に継承し，都市側と農
村側が共通の課題意識をもって相互に「協働」
することを通して，農山村地域の活性化やグリ
ーン・ツーリズムの振興に活かすというもので
ある（青木２００４）。青木が言うように，内発的
発展論とは二項対立の図式を描いたうえでその
存在価値をその一端に定位されていることは事
実である。しかし内発的発展論が提示する二項
対立の対極にあるものは，近代化のもつ単線的
な発展モデルや外来の資本による開発といった
外来型開発（外発的発展）であり，内発的発展
論も当該地域の発展のための外部アクターの存
在を決して閉ざしているわけではない。加え
て，青木自身もグリーン・ツーリズムが「都市
側の論理」で主導されることを拒んでいる点
や，「協発的発展」の舞台となるのは「中山間地
域」や「農山村」に限定されている点からして
も，「協発的発展論」の主張は本質的には内発
的発展論と相違ない。よって「協発的発展論」
とは，青木が言うように「従来型の外部資本や
企業による『外発的発展』や，地域内部資本や
行政機関等による『内発的発展』に代わるも
の」（青木２００４：１２８）というよりむしろ，内発
的発展論のバリエーションとして捉えるべきだ
ろう。協発的発展論については，今日の地方自
治制度の再編過程においてその成立条件や主体
のあり方に関連して別稿において改めて考察し
たい。

７） 国家政策と地域での実践を架橋する視点は，
環境社会学におけるグリーン・ツーリズム研究
の嚆矢である古川らの研究で導入される（古
川・松田２００３）。ここでの視点は，構造的な落
とし穴（グリーン・ツーリズム推進における都
市の論理）が仕掛けられていることを知りなが
ら，その罠を現実と対峙する実践のなかで相対

化してしまう生活力に目を向けていこうという
ものであった。しかし本稿で着目したのは，地
域住民の生活と対峙する「開発」ではなく，地
域に受容されていく「開発」の姿である。

８） 本節の内容は，四賀村誌編纂会（１９７８），長谷
山・野中（１９９６），四賀村役場農林課（１９９９），
長谷山（２００１）に加えて筆者による関係者への
聞き取りに拠っている。

９） これらの法律によって，農家の私有地を公的
に利用したり，農地内に付帯施設を設置したり
するなどの条件整備が整っていく。

１０） 元四賀村役場農林課K氏への聞き取りによ
る。（２００１年９月４日）

１１） 四賀村長（当時）N氏への聞き取りによる。
（２００１年１１月３日）

１２） 信州クラインガルテン研究会M氏への聞き
取りによる（２００１年８月３１日）

１３） 元四賀村議会議員HW氏への聞き取りによ
る。（２００１年９月１７日）

１４） 元四賀村役場農林課Ｋ氏への聞き取りによ
る。（２００５年１２月２１日）

１５） 松本市四賀支所HT氏への聞き取りによる。
（２００５年１２月２０日）

１６） 信州四賀村クラインガルテン倶楽部憲章とは
以下の項目からなっている。
私達は，土のにおいや緑を愛します。
私達は，自然と人に優しい有機栽培を行いま
す。
私達は，農の持つ力とリズムの偉大さを尊びま
す。
私達は，自然から様々な英知を学びます。
私達は，農村の豊かな生活文化を学びます。
私達は，美しいクラインガルテンをつくりま
す。
私達は，仲間たちとともにクラインガルテンを
つくります。
私達は，誰もが気軽に訪れるクラインガルテン
をめざします。
私達は，安らぎと潤いのあるクラインガルテン
にします。
私達は，シンプルで環境に優しい生活をめざし
ます。
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私達は，クラインガルテンで豊かで充実した暮
らしを楽しみます。
私達は，たくさんの人との出会いを喜びます。
私達は，家族や新しい仲間たちと集い楽しみま
す。
私達は，自分の経験や知識をお互いに学び合い
ます。
私達は，クラインガルテンの素晴らしさを多く
の人に伝えます。
私達は，責任と誇りあるクラインガルテナーに
なります。

１７） ガルテナーは関東地域を中心に全国各地から
来ている。ガルテナーの居住地については表８
を参照。

１８） 松本市四賀支所HT氏への聞き取りによる。
（２００５年１２月２０日）

１９） 四賀村役場農林課（当時）HS氏への聞き取
りによる。（２００１年８月９日）

２０） 四賀村役場農林課（当時）HS氏への聞き取
りによる。（２００１年８月９日）

２１） 松本市四賀支所HT氏への聞き取りによる。
（２００５年１２月２０日）

２２） 松本市四賀支所HT氏への聞き取りによる。
（２００５年１２月２０日）

２３） 松本市四賀支所HK氏への聞き取りによる。
（２００６年６月１３日）

２４） ２００５年度の実績は，耕地面積７９９a，出荷実績
は米の１１.１３t（４６０万円），坊ちゃんかぼちゃ
２.７６t（４７万円）などとなっている。会員のう
ち，有機ＪＡＳ認証取得農家は２２戸，耕地面積
は２６０aである。

２５） 他方，こうしたシステムは，地域開発政策に
おける古典的手法でもあり，今やその限界が露
呈しつつあることも事実である。典型的なの
は，道路建設をはじめとした公共土木事業によ
る地域社会の統合であるが，四賀村の例では，
松本市との市町村合併に際して「合併の条件」
とされていた松本・四賀直結道路の建設が断念
されることとなった。こうした状況を鑑みる
と，新自由主義的な地方自治制度改革としての
市町村合併と，旧来型の大型公共事業型の開発
政策が交錯するところに表出した開発事業であ

る松本・四賀直結道路に関する研究は，四賀村
研究の後編に位置づけられることになり，本稿
と併せて行政主導の開発政策の今日的な姿を描
き出すこととなる。

２６） 大野晃は，「６５歳以上の高齢者が自治体総人
口の半数を超え，税収入の減少と老人福祉・高
齢者医療関連の支出増という状況のなかで財政
維持が困難な状態におかれている自治体」を限
界自治体と定義し（大野２００５：１１），限界自治
体化が進行する小規模な山村自治体は崩壊の危
機を迎えているとして警鐘を鳴らしている。
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Abstract:Mainlysince1990s,greentourism hasbeenpromotedasanagriculturalandagrarian

policyinJapan.TheagrariansidemusttaketheinitiativeinpromotingJapanese-stylegreen

tourism.ThepurposeofthispaperistoclarifyhowregionalprocessandthefactorofJapanese-

stylegreentourism developedinacasestudyofallotmentgardensinShiga-muraNagano.Itis

clearthat1)thevillageofficetooktheleadinthisproject,2)butengagedinexchangebetween

urban-ruralresidents,and3)cross-culturally,“outsiders”havehadasalutaryeffectonShiga-mura.

Thatprocessiscomplexlyintertwined with related factorssuch asmastering ofregional

challengesinadisadvantagedarea,needsofurbanresidents,andpromotionofpolicy.
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